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1博士論文審査報告書
申請者 陸 長栄
論文名 財務省主導の日本政府による ASEAN+3 地域金融協力政策に関する
考察
A Study of the Japanese Government`s Policy on ASEAN+3




































第 1 節 問題意識
第 2 節 研究背景：東アジア地域金融協力の推進プロセス
第 3 節 先行研究における「地域」と「政策」の視座
第 4 節 本論文の位置づけと分析視角
第 5 節 使用した資料と本論文の構成
第 1 部 日本政府における東アジア金融協力政策観の形成
第 1 章 日本政府の東アジア金融協力に対する政策観の変遷：二国間主義から ASEAN+3
体制へ（1980‐2012 年）
第 1 節 二国間 ODA を中心とした対アジア経済協力モデル（1980－1997 年）
第 2 節 1997 年アジア危機救済：地域金融協力意識の醸成（1997－1999 年）
第 3 節 地域金融協力における日本政府の政策観の転換：二国間支援から多国間協力へ
（1999－2003 年）
第 4 節 地域金融協力における日本政府の「二面性」政策方針（2003－2012 年）
第 2 部 財務省主導下の ASEAN+3 金融協力を巡る政策過程
第 2 章 ASEAN+3 金融協力体制と具体的な協力の仕組みに関する検討
第 1 節 東アジア金融協力の進展及び ASEAN+3 体制の構築
第 2 節 課題 1：緊急時の流動性支援体制の整備：（メカニズム 1：チェンマイ・イニシ
アティブ）
第 3 節 課題 2：ASEAN+3 地域金融サーベイランスの機能強化（メカニズム 2：ERPD
3とメカニズム 3：AMRO)
第 4 節 課題 3：ASEAN+3 債券市場の育成（メカニズム 4：ABMI）
第 3 章 財務省を中心とした ASEAN+3 金融協力政策と協力活動を巡る考察
第 1 節 財務省を中心とした ASEAN+3 金融協力体制
第 2 節 ASEAN+3 金融協力における日本政府の推進活動
第 3 節 国際金融機関との連携による推進活動と実績
第 4 章 ASEAN+3 金融協力政策における公的金融機関の協力体制と事業活動
第 1 節 ASEAN+3 金融協力政策における公的金融機関の位置づけ
第 2 節 日本国際協力銀行（JBIC）の協力体制と事業活動
第 3 節 日本貿易保険（NEXI）の協力体制と事業活動
第 4 節 日本国際協力機構（JICA）の協力体制と事業活動
第 3 部 「円の国際化」の再推進に基づく ASEAN+3 金融協力政策の意図と効果
第 5 章 ASEAN+3 金融協力政策における「円の国際化」の位置づけ
第 1 節 通貨の国際化について
第 2 節 1970 年代後半から 1997 年までの「円の国際化」政策の形成・推進
第 3 節 1997 年アジア危機以降の「円の国際化」政策の再構築
第 4 節 東アジア金融協力に基づく「円の国際化」の再構築
第 5 節 「円の国際化」再推進の焦点と日本政府の戦略目標
第 6 章 ASEAN+3 金融協力における「円の国際化」推進策の実施と効果分析
第 1 節 ASEAN+3 金融協力における「円の国際化」再推進の 4 つの経路
第 2 節 地域金融協力による「円の国際化」再推進策への効果分析
第 3 節 「円の国際化」を巡る政策選好の転換と今後の推進針路
終章
第 1 節 総括
第 2 節 ASEAN+3 金融協力政策を巡る 3 層の乖離構造



























































JBIC・NEXI・JICA に移転された。これら 3 つの公的金融機関による活動は、財務省が推進
する地域債券市場育成政策において極めて重要な役割を担い、ABMI の深化に非常に大きな
影響を与えた。第 1 に、現地通貨建て債券の発行・信用保証を中心とした JBIC と NEXI の
6協力活動により、現地日系企業を含めた東アジアの民間事業者の融資手段が多様化した。
第 2 に、JBIC によるサムライ債発行の協力活動は、「円の国際化」という従来からの財務
省の推進政策とつながり、円の利用拡大による東京市場の活性化をもたらす効果が期待さ



























7第 6 章 ASEAN+3 金融協力における「円の国際化」推進策の実施と効果分析
















終章の第 1 節では、各章の要点を総括し、第 2 節では、各章の考察に基づき、ASEAN+3
金融協力政策に関する 3 層の乖離構造（①ASEAN+3 金融協力政策の実施結果と「円の国際
化」再推進の目標との乖離、②日本と他のメンバー諸国の間における政策選好に関する乖
離、③「地域主義」の原理と日本政府による「国益中心主義」との乖離）から、財務省を
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